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順位 質問議員 質  問  項  目 ページ 

1 近藤 久子 
庄原市民会館・庄原自治振興センター大規模改修の

実施設計にあたって 
1 

2 吉方 明美 
新型コロナウイルス感染症対策である特別定額給付

金事業で基準日後に出生した新生児の扱いについて 
2 

3 山田 聖三 在宅を基本としたまちづくりについて 3 

4 岩山 泰憲 

新型コロナウイルス感染症への対応（商品券発行・

障がいのある方等の支援・ＧＩＧＡスクール構想の

前倒し・学校統廃合計画の中止）について 

4 

5 林  高正 
新型コロナウイルス感染症に対する教育現場での対

応について 
6 

6 谷口 隆明 
新型コロナウイルス感染症と今後の学校教育のあり

方について 
7 

7 赤木 忠德 地方創生臨時交付金の有効活用について 9 

8 福山 権二 地域公共交通の維持について 11 
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順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．庄原市民会

館・庄原自治振

興センター大

規模改修の実

施設計にあた

って 

本年度、合計９千万円の予算が整備事業費

として計上され、５月 26 日の議員全員協議会

において初めて全体像の説明を受けた。 

 新築される多目的ホールはもちろんのこ

と、大規模改修により、利用者や管理者にとっ

て安心・安全であり、更に快適で利便性の高い

施設となることが求められている。 

 そこで、次の３点について伺う。 

（１）施設の心臓部である空調設備と、市民会

館大ホール及び多目的ホールの音響・照明

設備の整備方針について。 

市 長 

教育長 

（２）多目的ホールは、絵画・写真等各種展示

を初め、生涯学習のステージ発表の場や 200

人収容の会議室となる。それぞれの利用者

に配慮した設計について。 

（３）両施設とも、避難所としての役割は大き

い。この度の新型コロナウイルス拡散防止

策にみられるように、衛生面や換気など、今

後留意しなければならない事項への対策に

ついて。 
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順位 ２ 質問者 吉方 明美 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

対策である特

別定額給付金

事業で基準日

後に出生した

新生児の扱い

について 

 特別定額給付金は、本年４月27日を基準日

とし、この日に住民基本台帳に記載されてい

るものに限るとしている。 

 これを踏まえて以下の点について伺う。 

（１）４月28日以降に出生した新生児が対象

とならない理由は何か。  

市 長 

（２）「敬老祝金」事業は９月15日を基準日と

し、その年の３月31日から翌年３月30日ま

でに100歳を迎える人を対象としている。 

特別定額給付金事業の対象者の範囲は、

これら既存の制度との整合性がないと思わ

れるがいかがか。 

（３）他市においては、本年４月28日から来年

４月１日までに出生した子どもについても

対象とすることとし、独自事業として定額

給付金を給付するという事例がある。 

  本市では、５月１日にこの事業に関わる

予算を専決処分しているが、４月28日以降

出生した新生児に対しても給付するよう取

り扱うべきと考えるがいかがか。 
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順位 ３ 質問者 山田 聖三 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．在宅を基本と

したまちづく

りについて 

本市の新たな取り組みとして、在宅保育、在

宅労働、在宅介護等、在宅を基本としたまちづ

くりを進めるべきと考えるが、まず、在宅保育

について市長の見解を伺う。 

（１）子ども・子育て支援新制度では、市町村

による認可事業として地域型保育事業があ

る。地域型保育事業には、小規模保育・家庭

的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育の４

つの形態があるが、それぞれの事業所数や

活動内容等本市の状況について伺う。 

市 長 

（２）在宅保育を進める場合、各家庭への支援

が重要である。そのひとつとなるのが子育

て支援センターではないかと考えるが、子

育て支援センターの設置状況や人員配置、

活動内容等本市の状況について伺う。 

（３）今までのような施設型保育だけではな

く、多様な保育の形があり、利用者のニーズ

も多様化してきている。今後、居宅訪問型保

育事業等在宅保育を進める必要があると考

えるが、市長の見解を伺う。併せて、自宅で

保育を行う保護者等を保育従事者として捉

え、支援金の支給等により在宅保育を推進

することについても伺う。 
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順位 ４ 質問者 岩山 泰憲 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

への対応（商品

券発行・障がい

のある方等の

支援・ＧＩＧＡ

スクール構想

の前倒し・学校

統廃合計画の

中止）について 

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、市民生活や地域経済は大きな影響を受

けている。現在、国や県が具体的な支援策を

打ち出しているが、この対象になる範囲は

限られている。国、県の制度に該当しない市

内の事業者や個人に対しては、市独自の支

援が必要と考える。 

そこで、市民が市内で使えるプレミアム

付商品券の発行や、ひとり親家庭、障がいの

ある方、病弱な方等を対象とする新たな給

付金制度を設ける等の支援策に取り組むべ

きと考えるが、市長の見解を伺う。 

市 長 

教育長 

（２）児童生徒の学校生活においても、今まで

経験したことのない大きな影響を受けてい

る。そうした中、国は緊急経済対策として、

ＧＩＧＡスクール構想の前倒し実施を打ち

出している。 

  本市においても、教育条件の整備として

早急に児童生徒一人ひとりにタブレット端

末等を導入すべきと考えるが、取り組み状

況について伺う。 
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順位 ４ 質問者 岩山 泰憲 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

への対応（商品

券発行・障がい

のある方等の

支援・ＧＩＧＡ

スクール構想

の前倒し・学校

統廃合計画の

中止）について 

（３）児童生徒の感染症対策については、全国

各地で厳格に取り組まれている。 

幸い本市においては、人数が少ない学校

では、分散登校の際も分かれて登校する必

要がなかった学校もあったと聞いている。

しかし、今回のような事態は、今後いつ発生

してもおかしくはない。 

今後の第２波・第３波に加え、新たな感染

症の発生にも備えるため、学校適正規模・適

正配置基本計画は一旦中止すべきと考える

が、教育長の見解を伺う。 

市 長 

教育長 
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順位 ５ 質問者 林 高正 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

に対する教育

現場での対応

について 

世界中に蔓延し、収束が見通せない新型コ

ロナウイルス感染症だが、各国の教育現場で

もその対応には苦慮されており、教育格差問

題も語られ始めている。 

 日本では、３月２日からの政府による全国

の小中高校の臨時休業要請に始まり、４月７

日には緊急事態宣言が発出され、経験したこ

とのない長期にわたる学校の休業が実施され

た。 

（１）６月１日より学校は再開されたが、休業

中の児童・生徒への対応はどの様にされて

いたのか伺う。 

教育長 

（２）今回の新型コロナウイルス感染症対策

に関わる学校関係の予算は確保できていた

のか伺う。 

（３）休業中に関心が高まったオンライン授

業について、現状と課題等を伺う。 

 



- 7 - 

 

順位 ６ 質問者 谷口 隆明 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

と今後の学校

教育のあり方

について 

新型コロナウイルス感染症の深刻な影響

は、広範な市内業者、住民に及んでいる。自治

体行政として、住民や中小業者の切実な実情

をリアルにつかみ、きめ細かい施策をスピー

ディーに行う必要がある。 

また、1980年頃からの行政改革の推進、2000

年前後からの社会保障費の増大を敵視する新

自由主義的な経済社会政策の推進により、史

上最悪の格差社会を生み出した。しかし、今、

コロナ問題を契機に、これまでの効率化一辺

倒の競争社会でよいのか、人間と自然との関

係はこれでよいのかが鋭く問われており、学

校教育のあり方も見直されてしかるべきであ

る。そうした観点を前提として、学校再開後の

学校教育の進め方について、教育長に伺う。 

（１）長期間の休業による「学習の遅れと学力

の格差の拡大」に、どのように対応するの

か。例年通りの授業を取り戻そうと、夏休み

や学校行事の大幅削減、授業時間の延長な

ど授業を詰め込むやり方では、新たなスト

レスや学力格差を広げかねない。こどもの

実態を知る学校現場の創意工夫で、「学習内

容の精選」の方法も取り入れ、柔軟に対応す

べきだと考えるが、見解を伺う。 

教育長 
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順位 ６ 質問者 谷口 隆明 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．新型コロナウ

イルス感染症

と今後の学校

教育のあり方

について 

（２）「身体的距離の確保」と矛盾する「40人

学級」は、社会全体で取り組んでいる「新し

い生活様式」と相容れない。今は３密を避け

る努力をされているが、いつまでも続けら

れないのではないか。根本的には、20～25人

学級になるような教員の大幅な増員、さら

に養護教諭やスクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカー、その他教育支援

員の大幅増員を求めていくべきではない

か、見解を伺う。 

教育長 

（３）オンライン授業そのものに異議はない

が、ＧＩＧＡスクール構想の背後には民間

教育産業や経済界の思惑が見え隠れしてい

る。「個別最適化された学び」のプログラム

は、一定数の児童・生徒の学力の向上につな

がっても、お互いに助け合い困難に立ち向

かう共同性、集団の中で人格の完成を目指

す学校教育の根底が壊されてしまう懸念も

ある。教育長は、ＧＩＧＡスクール構想を本

市のこれからの教育にどのように位置づ

け、どのような目的で取り組まれるのか、見

解を伺う。 
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順位 ７ 質問者 赤木 忠德 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．地方創生臨時

交付金の有効

活用について 

（１）新型コロナウイルスの嵐が吹き荒れ、地

域経済を再生不可能な状況まで追い込んで

いる。政府は新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金１兆円を決定し、広

島県内の市町には76億円の配分予定となっ

ている。さらに第２次補正では２兆円を追

加することを表明している。この第２次補

正予算案の閣議決定を受け、西村経済再生

担当大臣は５月28日、全国知事会会長とテ

レビ会談を行い、テレワークの広がりなど

を背景に地方への移転を希望する経営者や

若者が増えているとして、「地方創生を推進

するよい機会だ。交付金をうまく活用して

もらいたい」と述べている。 

そこで、庄原市では、この臨時交付金を原

資としてどの様な事業を申請されたのか伺

う。さらに、地方創生に繋がる新規事業はあ

るのか伺う。 

市 長 
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順位 ７ 質問者 赤木 忠德 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．地方創生臨時

交付金の有効

活用について 

（２）時代は確実に変化している。そろばんか

ら計算機へ、さらにパソコンへ。固定電話か

ら携帯電話へ、さらにスマートフォンへ。会

議もコロナウイルス対応でテレビ会議へと

加速している。出勤簿も手書きからタイム

カードへ、さらに顔認証での管理に、さらに

テレワークで自宅や地方での勤務も実際多

くの企業で行われるようになった。日本特

有のシステムの印鑑も、多くの企業で電子

印鑑が採用されている。 

そこで、庁内では、新たな時代に対応して

いくためのシステムの構築がなされている

のか、または計画中であるのか伺う。 

市 長 

（３）地方創生臨時交付金の活用は、新型コロ

ナ禍で苦しむ地域経済を立て直し、将来の

庄原市へ布石を打つための最大のチャンス

とみる。地方創生臨時交付金の活用事例に

は、地域通貨導入の例もあり、東城地域の

「ほろか」や、保険証と繋がる「マイナンバ

ー」を利用した地域通貨を作ることもでき

ると考える。今こそ、若手の職員を中心とし

たプロジェクトチームを作り、若い発想を

活用すべきと考える。今後、こうした若い力

を生かして新規事業に取り組む考えはある

のか伺う。 
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順位 ８ 質問者 福山 権二 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．地域公共交通

の維持につい

て 

（１）新型コロナウイルス感染被害の拡大に

より、市内においても交通関連事業者の経

営は不安定性を増している。 

  この現状に対し、市長はどのような取り

組みをされるのか伺う。 

市 長 

（２）少子高齢化が進む本市においては、将来

にわたって地域公共交通システムを維持し

ていくことが必要である。そのためには、市

内の交通関連事業者の存続が不可欠である

と考えるが、その支援策について伺う。 

 


